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特許法施行規則様式

様式 備考

改 正 現 行番号 番号

73 様式第73（第75条関係） 様式第73（第75条関係）

【書類名】 既納特許料返還請求書 【書類名】 既納特許料返還請求書

（【提出日】平成 年 月 日） （【提出日】平成 年 月 日）

【あて先】特許庁長官 殿 【あて先】特許庁長官 殿

【特許番号】 【特許番号】

【返還請求人】 【返還請求人】

【識別番号】 【識別番号】

【住所又は居所】 【住所又は居所】

【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

【代理人】 【代理人】

【識別番号】 【識別番号】

【住所又は居所】 【住所又は居所】

【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

【返還原因】 【返還原因】

【納付年月日】 【納付年月日】

【納付済金額】 【納付済金額】

【納付年分】 第 年分から第 年分 【納付年分】 第 年分から第 年分

【納付金額】 【納付金額】

【適正納付金額】 【適正納付金額】

【納付年分】 第 年分から第 年分 【納付年分】 第 年分から第 年分

【納付金額】 【納付金額】

【返還請求金額】 【返還請求金額】

【返還金振込先】 【返還金振込先】

【金融機関名】 【金融機関名】

【口座種別】 【口座種別】

【口座番号】 【口座番号】
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【フリガナ】 【フリガナ】

【口座名義人】 【口座名義人】

（【返還の表示】） 【提出物件の目録】

（【予納台帳番号】） 【物件名】

（【加算金額】）

【提出物件の目録】

【物件名】

９ ９ 「（【返還の表示】）」の欄は、特例法施行規則第40条第３項の規定により

返還に代えて見込額への加算の申出を行うときに限り、「（【予納台帳番号】

）」には返還を請求する特許料の見込額からの納付に係る予納台帳の番号を、

「（【加算金額】）」には返還を請求する特許料の合算額を記載する。この場

合において、「【返還請求金額】」及び「【返還金振込先】」の欄は設けるに

は及ばない。

10 10 （略） ９ （略）

11 11 （略） 10 （略）

74 様式第７４（第７６条関係） 様式第７４（第７６条関係）

【書類名】 出願審査請求手数料返還請求書 【書類名】 出願審査請求手数料返還請求書

（【提出日】 平成 年 月 日） （【提出日】 平成 年 月 日）

【あて先】 特許庁長官 殿 【あて先】 特許庁長官 殿

【出願の表示】 【出願の表示】

【出願番号】 【出願番号】

【返還請求人】 【返還請求人】

【識別番号】 【識別番号】

【住所又は居所】 【住所又は居所】

【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

【代理人】 【代理人】

【識別番号】 【識別番号】

【住所又は居所】 【住所又は居所】

【氏名又は名称】 【氏名又は名称】
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【返還請求対象書類】 【返還請求対象書類】

【書類名】 【書類名】

【提出日】 【提出日】

【納付済金額】 【納付済金額】

【返還請求金額】 【返還請求金額】

【返還金振込先】 【返還金振込先】

【金融機関名】 【金融機関名】

【口座種別】 【口座種別】

【口座番号】 【口座番号】

【フリガナ】 【フリガナ】

【口座名義人】 【口座名義人】

（【返還の表示】） 【提出物件の目録】

（【予納台帳番号】） 【物件名】

（【加算金額】）

【提出物件の目録】

【物件名】

６ ６ 「（【返還の表示】）」の欄は、特例法施行規則第40条第３項の規定により

返還に代えて見込額への加算の申出を行うときに限り、「（【予納台帳番号】

）」には返還を請求する手数料の見込額からの納付に係る予納台帳の番号を、

「（【加算金額】）」には返還を請求する手数料の合算額を記載する。この場

合において、「【返還請求金額】」及び「【返還金振込先】」の欄は設けるに

は及ばない。

７ ７ （略） ６ （略）
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実用新案法施行規則様式

様式 備考

改 正 現 行番号 番号

14の 様式第14の２（第21条の２関係） 様式第14の２（第21条の２関係）

２ 【書類名】 既納登録料返還請求書 【書類名】 既納登録料返還請求書

（【提出日】平成 年 月 日） （【提出日】平成 年 月 日）

【あて先】特許庁長官 殿 【あて先】特許庁長官 殿

【実用新案登録番号】 【実用新案登録番号】

【返還請求人】 【返還請求人】

【識別番号】 【識別番号】

【住所又は居所】 【住所又は居所】

【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

【代理人】 【代理人】

【識別番号】 【識別番号】

【住所又は居所】 【住所又は居所】

【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

【返還原因】 【返還原因】

【納付年月日】 【納付年月日】

【納付済金額】 【納付済金額】

【納付年分】 第 年分から第 年分 【納付年分】 第 年分から第 年分

【納付金額】 【納付金額】

【適正納付金額】 【適正納付金額】

【納付年分】 第 年分から第 年分 【納付年分】 第 年分から第 年分

【納付金額】 【納付金額】

【返還請求金額】 【返還請求金額】

【返還金振込先】 【返還金振込先】

【金融機関名】 【金融機関名】

【口座種別】 【口座種別】

【口座番号】 【口座番号】
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【フリガナ】 【フリガナ】

【口座名義人】 【口座名義人】

（【返還の表示】） 【提出物件の目録】

（【予納台帳番号】） 【物件名】

（【加算金額】）

【提出物件の目録】

【物件名】

10 10 「（【返還の表示】）」の欄は、特例法施行規則第40条第３項の規定により

返還に代えて見込額への加算の申出を行うときに限り、「（【予納台帳番号】

）」には返還を請求する登録料の見込額からの納付に係る予納台帳の番号を、

「（【加算金額】）」には返還を請求する登録料の合算額を記載する。この場

合において、「【返還請求金額】」及び「【返還金振込先】」の欄は設けるに

は及ばない。

11 11 （略） 10 （略）

12 12 （略） 11 （略）
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意匠法施行規則様式

様式 備考

改 正 現 行番号 番号

20 様式第20（第18条の２関係） 様式第20（第18条の２関係）

【書類名】 既納登録料返還請求書 【書類名】 既納登録料返還請求書

（【提出日】平成 年 月 日） （【提出日】平成 年 月 日）

【あて先】特許庁長官 殿 【あて先】特許庁長官 殿

【意匠登録番号】 【意匠登録番号】

【返還請求人】 【返還請求人】

【識別番号】 【識別番号】

【住所又は居所】 【住所又は居所】

【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

【代理人】 【代理人】

【識別番号】 【識別番号】

【住所又は居所】 【住所又は居所】

【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

【返還原因】 【返還原因】

【納付年月日】 【納付年月日】

【納付済金額】 【納付済金額】

【納付年分】 第 年分から第 年分 【納付年分】 第 年分から第 年分

【納付金額】 【納付金額】

【適正納付金額】 【適正納付金額】

【納付年分】 第 年分から第 年分 【納付年分】 第 年分から第 年分

【納付金額】 【納付金額】

【返還請求金額】 【返還請求金額】

【返還金振込先】 【返還金振込先】

【金融機関名】 【金融機関名】

【口座種別】 【口座種別】

【口座番号】 【口座番号】
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【フリガナ】 【フリガナ】

【口座名義人】 【口座名義人】

（【返還の表示】） 【提出物件の目録】

（【予納台帳番号】） 【物件名】

（【加算金額】）

【提出物件の目録】

【物件名】

９ ９ 「（【返還の表示】）」の欄は、特例法施行規則第40条第３項の規定により

返還に代えて見込額への加算の申出を行うときに限り、「（【予納台帳番号】

）」には返還を請求する登録料の見込額からの納付に係る予納台帳の番号を、

「（【加算金額】）」には返還を請求する登録料の合算額を記載する。この場

合において、「【返還請求金額】」及び「【返還金振込先】」の欄は設けるに

は及ばない。

10 10 （略） ９ （略）

11 11 （略） 10 （略）
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商標法施行規則様式

様式 備考

改 正 現 行番号 番号

22 様式第22（第18条の２関係） 様式第22（第18条の２関係）

【書類名】 既納登録料返還請求書 【書類名】 既納登録料返還請求書

（【提出日】平成 年 月 日） （【提出日】平成 年 月 日）

【あて先】特許庁長官 殿 【あて先】特許庁長官 殿

【商標登録番号】 【商標登録番号】

【返還請求人】 【返還請求人】

（【識別番号】） （【識別番号】）

【住所又は居所】 【住所又は居所】

【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

【代理人】 【代理人】

（【識別番号】） （【識別番号】）

【住所又は居所】 【住所又は居所】

【氏名又は名称】 【氏名又は名称】

【返還原因】 【返還原因】

【納付年月日】 【納付年月日】

【納付済金額】 【納付済金額】

【適正納付金額】 【適正納付金額】

【返還請求金額】 【返還請求金額】

【返還金振込先】 【返還金振込先】

【金融機関名】 【金融機関名】

【口座種別】 【口座種別】

【口座番号】 【口座番号】

【フリガナ】 【フリガナ】

【口座名義人】 【口座名義人】

（【返還の表示】） 【提出物件の目録】

（【予納台帳番号】） 【物件名】
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（【加算金額】）

【提出物件の目録】

【物件名】

９ ９ 「（【返還の表示】）」の欄は、特例法施行規則第40条第３項の規定により

返還に代えて見込額への加算の申出を行うときに限り、「（【予納台帳番号】

）」には返還を請求する登録料の見込額からの納付に係る予納台帳の番号を、

「（【加算金額】）」には返還を請求する登録料の額を記載する。この場合に

おいて、「【返還請求金額】」及び「【返還金振込先】」の欄は設けるには及

ばない。

10 10 （略） ９ （略）

11 11 （略） 10 （略）



- 10 -

工業所有権に関する手続等の特例に関する法律施行様式

様式 備考

改 正 現 行番号 番号

41 様式第41（第48条関係）裏面 様式第41（第48条関係）裏面

工業所有権に関する手続等の特例に関する法律抜すい 工業所有権に関する手続等の特例に関する法律抜すい

第27条 特許庁長官は、この法律の施行に必要な限度において、登録情報処理機 第28条 特許庁長官は、この法律の施行に必要な限度において、指定情報処理機

関に対し、その業務若しくは経理の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、 関に対し、その業務若しくは経理の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、

登録情報処理機関の事務所に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書類その他 指定情報処理機関の事務所に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書類その他

の物件を検査させ、若しくは関係者に質問をさせることができる。 の物件を検査させ、若しくは関係者に質問をさせることができる。

２ 前項の規定により職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を携帯し、 ２ 前項の規定により職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者に提示しなければならない。 関係者に提示しなければならない。

３ 第１項に規定する立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解 ３ 第１項に規定する立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

してはならない。 してはならない。

第39条 第18条、第19条の２、第21条から第32条まで、第34条（第5号を除く。 第39条 第18条、第21条から第32条まで、第34条（第5号を除く。）及び第35条

）及び第35条 の規定は、登録調査機関に準用する。（以下省略） の規定は、指定調査機関に準用する。（以下省略）

第45条 次の各号の一に該当するときは、その違反行為をした指定情報処理機関 第44条 次の各号の一に該当するときは、その違反行為をした指定情報処理機関

又は登録調査機関の役員又は職員は、20万円以下の罰金に処する。 又は指定調査機関の役員又は職員は、20万円以下の罰金に処する。

二 第28条第１項（第39条において準用する場合を含む。）の規定による報告 二 第28条第１項（第39条において準用する場合を含む。）の規定による報告

をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ

、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対して陳述をせず、若 、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対して陳述をせず、若

しくは虚偽の陳述をしたとき。 しくは虚偽の陳述をしたとき。


